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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向する２つの面を有する被検査体の一方の面に超音波探触子のうち送信探触子が配置
され、前記一方の面における前記送信探触子とは異なる位置に前記超音波探触子のうち受
信探触子が配置され、前記送信探触子から前記被検査体に入射させた超音波を前記受信探
触子で受信して、前記被検査体の他方の面に付着している付着物層の量を測定する超音波
測定装置であって、
　内側に前記一方の面に対向する側から前記被検査体の厚み方向に沿って貫通するように
形成され、前記送信探触子を前記一方の面の垂直方向に対して少なくとも側方から囲むよ
うに支持する第１の支持部材と、
　内側に前記一方の面に対向する側から前記被検査体の厚み方向に沿って貫通するように
形成され、前記受信探触子を前記一方の面の垂直方向に対して少なくとも側方から囲むよ
うに支持する第２の支持部材と、
　前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材が所定方向に沿って配置されると共に、前
記第１の支持部材及び前記第２の支持部材間の距離が可変になるように固定されるガイド
部材と、
　前記第１の支持部材又は前記第２の支持部材のうち前記ガイド部材と反対側に配置され
た固定部材と、
を備え、
　前記固定部材は、前記ガイド部材より軸方向の長さが短く構成されていることを特徴と
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する超音波測定装置。
【請求項２】
　前記第１の支持部材及び第２の支持部材のうち前記一方の面に対向する面は、前記被検
査体の表面形状に対応するように形成されていることを特徴とする請求項１に記載の超音
波測定装置。
【請求項３】
　前記送信探触子及び前記第１の支持部材は、前記一方の面に対向するそれぞれの面が面
一に形成されており、
　前記受信探触子及び前記第２の支持部材は、前記一方の面に対向するそれぞれの面が面
一に形成されていることを特徴とする請求項２に記載の超音波測定装置。
【請求項４】
　前記被検査体は磁性体を含んでおり、
　前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材の少なくとも一方は、少なくとも１の磁石
を有することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の超音波測定装置。
【請求項５】
　前記送信探触子及び前記受信探触子の少なくとも一方は、前記一方の面に対向するよう
に配置された接触部材を備えることを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の
超音波測定装置。
【請求項６】
　前記ガイド部材は前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材を少なくとも部分的に覆
うように形成されており、固定手段によって前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材
を側方からそれぞれ固定可能に構成されていることを特徴とする請求項１から５のいずれ
か１項に記載の超音波測定装置。
【請求項７】
　前記固定手段は、前記ガイド部材に設けられた貫通穴を介して、前記第１の支持部材及
び前記第２の支持部材の側面に設けられた嵌合穴に嵌合されるボルトによって構成される
ことを特徴とする請求項６に記載の超音波測定装置。
【請求項８】
　前記ガイド部材と前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材の少なくとも一方との間
に設けられたバッファ部材を更に備え、
　前記バッファ部材は、前記ガイド部材と前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材の
少なくとも一方とに比べて高弾性な材料から形成されていることを特徴とする請求項１か
ら７のいずれか１項に記載の超音波測定装置。
【請求項９】
　前記ガイド部材、前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材は金属であり、
　前記バッファ部材は樹脂であることを特徴とする請求項８に記載の超音波測定装置。
【請求項１０】
　前記ガイド部材又は前記固定部材の少なくとも一方は、前記第１の支持部材又は前記第
２の支持部材に当接するプレート部と、前記第１の支持部材又は前記第２の支持部材を上
側から覆うように屈曲された屈曲部とを有することを特徴とする請求項１から９のいずれ
か１項に記載の超音波測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、超音波を利用して、対向した２つの面を有する被検査体の一方の面に付着し
た付着物層の量を測定する超音波測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えばボイラの主蒸気管や過熱器管等の構造物には、経年使用により管内面が水蒸気酸
化して生成される水蒸気酸化スケール、あるいは燃焼室を構成する火炉壁管等の管内を流
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れる流体成分を含むスケールが管壁に付着、堆積することによって付着物層が生じる。こ
のように、管内には、管内面が酸化されて生成したスケールや管内面に付着したスケール
が付着、堆積する。これらのスケールは、管の伝熱の阻害、管の異常な温度勾配発生、圧
損増大、等を引き起こし、管の噴破やクリープ損傷、剥離して他の機器に不具合を生じさ
せる等の可能性がある。従って、管を適切な時期に管内面洗浄や交換が必要であり、この
適正時期を知るために管内面のスケールを測定することが必要となる。
【０００３】
　この種の付着物層の検査方法として、例えば特許文献１には、配管内に設置した電極間
の抵抗変化によりスケールの付着状況を判定する検査が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－２３５５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら上記特許文献１では、検査用の電極が取り付けられた配管を実機ラインに
取り付ける必要があるため、煩雑な作業によって手間がかかると共に、設置用のコストが
かかってしまうという問題がある。またプラント運転中に配管から電極が外れると、当該
電極によって不具合が引き起こされるおそれもある。
【０００６】
　そこで、このような問題を解決するために超音波を用いた非破壊検査が知られている。
超音波を用いる検査では、被検査体の一方の面に超音波探触子を配置し、付着物層が形成
された他方の面に向けて超音波を送信し、他方の面（被検査体と付着物層の境界面）およ
び付着物層の端部（付着物層と管内流体が接触する境界面）で反射した反射エコーをそれ
ぞれ受信する。そして、他方の面の反射エコーと付着物層端部の反射エコーの受信時間差
を距離に換算することで、付着物層の評価が行われる。
【０００７】
　この種の超音波検査技術では良好な精度や信頼性を有する測定結果を得るためには、例
えば被測定体上における送受信探触子の固定位置の正確性、異なる形状を有する被検査体
へ適用性、送受信探触子間の距離の調整容易性、被検査体上における安定性等、様々な構
造上の要求が課される。更に、このような装置を実用化するためには、装置の製造やメン
テナンスに要するコストを低減することも求められる。
【０００８】
　本発明の少なくとも１実施形態は上述の問題点に鑑みなされたものであり、良好な精度
や信頼性を有する測定結果が取得可能であり、且つ、製造やメンテナンスに要するコスト
を抑制可能な超音波測定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
（１）本発明の少なくとも１実施形態に係る超音波測定装置は上記課題を解決するために
、対向する２つの面を有する被検査体の一方の面に超音波探触子のうち送信探触子が配置
され、前記一方の面における前記送信探触子とは異なる位置に前記超音波探触子のうち受
信探触子が配置され、前記送信探触子から前記被検査体に入射させた超音波を前記受信探
触子で受信して、前記被検査体の他方の面に付着している付着物層の量を測定する超音波
測定装置であって、内側に前記一方の面に対向する側から前記被検査体の厚み方向に沿っ
て貫通するように形成され、前記送信探触子を前記一方の面の垂直方向に対して少なくと
も側方から囲むように支持する第１の支持部材と、内側に前記一方の面に対向する側から
前記被検査体の厚み方向に沿って貫通するように形成され、前記受信探触子を前記一方の
面の垂直方向に対して少なくとも側方から囲むように支持する第２の支持部材と、前記第
１の支持部材及び前記第２の支持部材が所定方向に沿って配置されると共に、前記第１の
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支持部材及び前記第２の支持部材間の距離が可変になるように固定されるガイド部材と、
前記第１の支持部材又は前記第２の支持部材のうち前記ガイド部材と反対側に配置された
固定部材と、を備え、前記固定部材は、前記ガイド部材より軸方向の長さが短く構成され
ている。
 
【００１０】
　上記（１）の構成によれば、ガイド部材に対して第１の支持部材及び第２の支持部材が
支持される構成を有することで、第１の支持部材及び第２の支持部材によってそれぞれ支
持される送信探触子及び受信探触子を被検査体上に安定的且つ精度よく配置できる。特に
ガイド部材に対する第１の支持部材及び第２の支持部材の固定位置が可変に構成されてい
るため、第１の支持部材及び第２の支持部材によってそれぞれ支持される送信探触子及び
受信探触子間の距離を柔軟に調整することができる。例えば受信探触子で受信されるラム
波に含まれるＳモードに基づいて付着物層の量を測定する場合には、Ａモードを伝搬速度
の遅いＳモードから時間的に分離して検知するために、送信探触子及び受信探触子間の距
離を調整する必要があるが、このような要請にも好適に対応することができる。
【００１１】
（２）幾つかの実施形態では、上記（１）の構成において、前記第１の支持部材及び第２
の支持部材のうち前記一方の面に対向する面は、前記被検査体の表面形状に対応するよう
に形成されている。
【００１２】
　上記（２）の構成によれば、第１の支持部材及び第２の支持部材の一方の面に対向する
面を被検査体の表面形状に対応するように形成することで、被検査体上に送信探触子及び
受信探触子を配置した際に、送信探触子及び受信探触子を所定方向に沿って精度よく整列
させることができる。このような送信探触子及び受信探触子の配置精度は、超音波測定結
果に大きな影響を与えるため、より精度のよい超音波測定が可能となる。
【００１３】
（３）幾つかの実施形態では、上記（２）の構成において、前記送信探触子及び前記第１
の支持部材は、前記一方の面に対向するそれぞれの面が面一に形成されており、前記受信
探触子及び前記第２の支持部材は、前記一方の面に対向するそれぞれの面が面一に形成さ
れている。
【００１４】
　上記（３）の構成によれば、送信探触子及び受信探触子は、一方の面に対向する面がそ
れぞれ第１の支持部材及び第２の支持部材と面一に形成される。これにより、送信探触子
及び受信探触子の一方の面に対する密着性を良好に確保することができ、より精度のよい
超音波測定が可能となる。
【００１５】
（４）幾つかの実施形態では、上記（１）から（３）のいずれか１構成において、前記被
検査体は磁性体を含んでおり、前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材の少なくとも
一方は、少なくとも１の磁石を有する。
【００１６】
　上記（４）の構成によれば、被検査体に磁石が吸引可能な磁性体に含まれている場合、
第１の支持部材及び前記第２の支持部材が有する少なくとも１の磁石によって、第１の支
持部材及び前記第２の支持部材が一方の面に安定的且つ密に当接される。これにより、送
信探触子及び受信探触子間の距離を安定的に維持した状態で、一方の面に対して密に接触
できるので、より精度のよい超音波測定が可能となる。
【００１７】
（５）幾つかの実施形態では、上記（１）から（４）のいずれか１構成において、前記送
信探触子及び前記受信探触子の少なくとも一方は、前記一方の面に対向するように配置さ
れた接触部材を備える。
【００１８】
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　従来、この種の超音波測定装置では、探触子と一方の面との間には密着性向上のために
グリセリンのようなゲル状媒質を塗布していたが、上記構成（５）によれば、これに代え
て、第１の支持部材及び第２の支持部材の一方の面に対向する側に接触部材を設ける。こ
れにより、従来のようなゲル状媒質を塗布又は除去する手間が不要となるため、作業時間
を効果的に短縮しつつ、超音波の効率的な送受信が可能となる。この場合、好ましくは一
方の面に対して複数回脱着可能であり、或いは、汚れた際に洗浄により再利用可能となる
素材で形成されてもよい。
【００１９】
（６）幾つかの実施形態では、上記（１）から（５）のいずれか１構成において、前記ガ
イド部材は前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材を少なくとも部分的に覆うように
形成されており、固定手段によって前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材を側方か
らそれぞれ固定可能に構成されている。
【００２０】
　上記（６）の構成によれば、第１の支持部材及び第２の支持部材を複数の部材から構成
することによって、部材間を分解することによって容易にメンテナンス可能としながらも
、上記各種効果を発揮可能な構成を低コストで実現できる。
【００２１】
（７）幾つかの実施形態では、上記（１）から（６）のいずれか１構成において、前記固
定手段は、前記ガイド部に設けられた貫通穴を介して、前記第１の支持部材及び前記第２
の支持部材の側面に設けられた嵌合穴に嵌合されるボルトによって構成される。
【００２２】
　上記（７）の構成によれば、ボルトをガイド部材に設けられた貫通穴を介して第１の支
持部材及び第２の支持部材の側面に設けられた嵌合穴に嵌合することで、ガイド部材に対
して第１の支持部材及び第２の支持部材の安定的に固定しながらも、第１の支持部材及び
第２の支持部材間の距離が可変な構造を実現できる。
【００２３】
（８）幾つかの実施形態では、上記（１）から（７）のいずれか１構成において、前記ガ
イド部材と前記第１の支持部材及び前記第２の支持部材の少なくとも一方との間に設けら
れたバッファ部材を更に備え、前記バッファ部材は、前記ガイド部材と前記第１の支持部
材及び前記第２の支持部材の少なくとも一方とに比べて高弾性な材料から形成されている
。
【００２４】
　上記（８）の構成によれば、バッファ部材によって第１の支持部材及び第２の支持部材
がガイド部材の内壁との間に有する隙間を埋めることで、これらの部材間のガタを低減で
きる。これにより、超音波測定装置の構造上の安定性が向上し、より精度の良い測定が可
能となる。特に、バッファ部材をガイド部材や第１の支持部材及び第２の支持部材に比べ
て高弾性な材料から形成することで、ガタを効果的に吸収することで上記効果を良好に発
揮することができる。
【００２５】
（９）幾つかの実施形態では、上記（８）の構成において、前記ガイド部材、前記第１の
支持部材及び前記第２の支持部材は金属であり、前記バッファ部材は樹脂である。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の少なくとも１実施形態によれば、良好な精度や信頼性を有する測定結果が取得
可能であり、且つ、製造やメンテナンスに要するコストを抑制可能な超音波測定装置を提
供できる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】被検査体の一例である管の断面構造を示す模式図である。
【図２】本発明の少なくとも１実施形態に係る超音波測定方法を実施するための超音波測
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定装置の構成を示す模式図である。
【図３】図２のＡ－Ａ線断面である。
【図４】図２の送信探触子近傍をＡ面側から示す模式図である。
【図５】図２の超音波測定装置の１構成例である。
【図６】図５において各部材を分解して示す分解図である。
【図７】図７は図２の超音波測定装置の他の構成例である。
【図８】図７において各部材を分解して示す分解図である。
【図９】図２の解析装置の内部構成を示すブロック図である。
【図１０】本発明の少なくとも一実施形態に係る超音波測定方法を工程毎に示すフローチ
ャートである。
【図１１】図１０のステップＳ１０のサブルーチンを示すフローチャートである。
【図１２】送信探触子及び受信探触子間の距離に応じたラム波におけるＳモード及びＡモ
ードの様子を示す模式図である。
【図１３】ラム波のＳモード及びＡモードにおけるそれぞれの伝搬モードを示す模式図で
ある。
【図１４】ラム波のＳモード及びＡモードにおけるそれぞれの数値解析による断面図であ
る。
【図１５】スケールが付着していない管、及び、スケールが付着している管におけるそれ
ぞれの超音波のラム波形を示す図である。
【図１６】減衰率－付着量マップの一例である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、添付図面を参照して本発明の幾つかの実施形態について説明する。ただし、実施
形態として記載されている又は図面に示されている構成部品の寸法、材質、形状、その相
対的配置等は、本発明の範囲をこれに限定する趣旨ではなく、単なる説明例にすぎない。
　例えば、「ある方向に」、「ある方向に沿って」、「平行」、「直交」、「中心」、「
同心」或いは「同軸」等の相対的或いは絶対的な配置を表す表現は、厳密にそのような配
置を表すのみならず、公差、若しくは、同じ機能が得られる程度の角度や距離をもって相
対的に変位している状態も表すものとする。
　また例えば、四角形状や円筒形状等の形状を表す表現は、幾何学的に厳密な意味での四
角形状や円筒形状等の形状を表すのみならず、同じ効果が得られる範囲で、凹凸部や面取
り部等を含む形状も表すものとする。
　一方、一の構成要素を「備える」、「具える」、「具備する」、「含む」、又は、「有
する」という表現は、他の構成要素の存在を除外する排他的な表現ではない。
【００２９】
　まず本発明の少なくとも１実施形態に係る超音波測定方法の測定対象となる被検査体、
及び、超音波測定方法を実施するための超音波測定装置について説明する。図１は被検査
体の一例である管１の断面構造を示す模式図であり、図２は本発明の少なくとも１実施形
態に係る超音波測定方法を実施するための超音波測定装置の構成を示す模式図であり、図
３は図１のＡ－Ａ線断面であり、図４は図１の送信探触子１２ａ近傍をＡ面側から示す模
式図である。
【００３０】
　管１は一方の面（Ａ面）及び他方の面（Ｂ面）を備えており、まず図１に示されるＢ面
には、高温酸化等により管１の内面が酸化して形成された内層スケール、または、管の内
部を流れる流体の成分が付着して形成された外層スケールを含むスケール２が付着、堆積
している。図１では、その一例として、スケール２の内部に多数の空隙３を有するポーラ
ス状のスケール２（以下、ポーラススケールと称する）が示されている。
【００３１】
　図２及び図３に示されるように、超音波測定装置１０は超音波を送受信可能な超音波探
傷子１２を備えており、当該超音波探傷子１２は管１のＡ面の互いに異なる位置に配置さ
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れた送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂからなる。このように配置された超音波探触
子１２では、送信探触子１２ａから管１に超音波が入射され、伝搬波が受信探触子１２ｂ
で受信される。そして、送信探触子１２ａでの入射状態及び受信探触子１２ｂでの受信状
態が電気信号として解析装置１００に送られる。解析装置１００では、受信した信号に基
づいて演算を行い、管１のＢ面に付着している付着物層の量が評価される。
【００３２】
　また超音波測定装置１０は、第１の支持部材１６ａ、第２の支持部材１６ｂ及びガイド
部材１８を備える。第１の支持部材１６ａは、送信探触子１２ａの下面（Ａ面に対向する
面）から管１への超音波の送信が阻害されないように、送信探触子１２ａをＡ面の垂直方
向に対して少なくとも側方から支持するように構成されている。第２の支持部材１６ｂは
、管１を伝搬してきた超音波を受信探触子１２ｂの下面（Ａ面に対向する面）で受信する
際に阻害しないように、受信探触子１２ｂをＡ面の垂直方向に対して少なくとも側方から
支持するように構成されている。このように送信探触子１２Ａ及び受信探触子１２ｂは、
それぞれ第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂによって安定的に支持される。
【００３３】
　送信探触子１２Ａ及び受信探触子１２ｂをそれぞれ支持する第１の支持部材１６ａ及び
第２の支持部材１６ｂは、管１の軸方向に沿って延在するように設置されたガイド部材１
８にそれぞれ固定されている。ガイド部材１８は第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部
材１６ｂの側面（すなわち、少なくとも管１のＡ面に交差する方向）に当接するように配
置されており、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂに対応する範囲に、管１
の軸方向に沿って複数の貫通穴２０を有している。
【００３４】
　送信探触子１２ａの側面には、当該送信探触子１２ａに対応する範囲に設けられた貫通
穴２０に挿入されたボルト２２の先端が係合可能に構成された係合穴２４が設けられてい
る。ボルト２２は、外部からガイド部材１８に設けられた貫通穴２０に挿入され、その先
端が係合穴２４に係合されることにより、ガイド部材１８に対して送信探触子１２ａが固
定可能に構成されている。本実施例では特に、送信探触子１２ａの側面に管１の延在方向
に沿って２つの係合穴２４を設け、それぞれボルト２２で締結することによって、ガイド
部材１８に対して送信探触子１２ａが安定的に固定可能に構成されている。また、貫通穴
２０は軸方向に沿ってガイド部材１８に複数設けられており、ボルト２２が挿入される貫
通穴２０を選択することによって、ガイド部材１８に対する送信探触子１２ａの固定位置
を軸方向に沿って可変に構成されている。
【００３５】
　受信探触子１２ｂにも同様に、当該受信探触子１２ｂに対応する範囲に設けられた貫通
穴２０に挿入されたボルト２２の先端が係合可能に構成された係合穴２４が設けられてい
る。ボルト２２は、外部からガイド部材１８に設けられた貫通穴２０に挿入され、その先
端が係合穴２４に係合されることにより、ガイド部材１８に対して受信探触子１２ｂが固
定可能に構成されている。本実施例では特に、受信探触子１２ｂに管１の延在方向に沿っ
て２つの係合穴２２を設け、それぞれボルト２２で固定することによって、ガイド部材１
８に対して受信探触子１２ｂが安定的に固定可能に構成されている。また、貫通穴２０は
軸方向に沿ってガイド部材１８に複数設けられており、ボルト２２が挿入される貫通穴２
０を選択することによって、ガイド部材１８に対する受信探触子１２ｂの固定位置を軸方
向に沿って可変に構成されている。これにより、ガイド部材１８に対して第１の支持部材
１６ａ及び第２の支持部材１６ｂを安定的に固定しながらも、第１の支持部材１６ａ及び
第２の支持部材１６ｂ間の距離が可変な構造を実現できる。
【００３６】
　このように幾つかの実施形態では、ガイド部材１８は第１の支持部材１６ａ及び第２の
支持部材１６ｂを少なくとも部分的に覆うように形成されており、ボルト２２のような固
定手段によって第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂを側方からそれぞれ固定
可能に構成されている。特にガイド部材１８に対して送信探触子１２ａ及び受信探触子１
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２ｂの固定位置を可変に構成することで、送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距
離が可変に構成されている。
【００３７】
　また図３及び図４に示されるように、送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂのＡ面に
対向する側には、接触シート２６が設けられている。接触シート２６は探触子１２及び管
１間における超音波の送受信を容易にするための媒質としての機能を含んでおり、好まし
くはＡ面に対して複数回脱着可能であり、或いは、汚れた際に洗浄により再利用可能とな
る素材で形成されているとよい。また接触シート２６をゴムのような素材で形成すること
により、Ａ面への接触状態を密にすると共に、Ａ面との間の摩擦力を向上することによっ
て測定中の位置ズレを効果的に防止できる。従来、この種の超音波測定装置では、探触子
とＡ面との間にグリセリンのようなゲル状媒質を塗布していたが、これに代えて、上述の
接触シート２６を用いることで、従来のようなゲル状媒質を塗布又は除去する手間が不要
となるため、作業時間を効果的に短縮しつつ、超音波の効率的な送受信が可能となる。
【００３８】
　また第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂのうちＡ面に対向する面は、被検
査体である管１の表面形状に対応するように形成されている。本実施形態では特に、図３
に示されるように管１の軸方向に垂直な面における断表面が円筒形状を有しているため、
第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂのうちＡ面に対向する面もまた曲面形状
を有している。このように第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂのＡ面に対向
する面を管１の表面形状に対応するように形成することで、管１上に送信探触子１２ａ及
び受信探触子１２ｂを配置した際に、送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂを所定方向
に沿って精度よく整列させることができる。このような送信探触子１２ａ及び受信探触子
１２ｂの配置精度は、後述する超音波測定結果に大きな影響を与えるため、より精度のよ
い検査が可能となる。
【００３９】
　また本実施形態では、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂと管１の中心軸
がそれぞれ平行になるように形成されているため、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持
部材１６ｂによってそれぞれ支持される送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂが軸方向
に沿って互いに同一直線上に安定的に配置されるように構成されている。
【００４０】
　また第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂのうち少なくとも一方は少なくと
も１の磁石を有する。図３及び図４に示されるように、本実施形態では、第１の支持部材
１６ａ及び第２の支持部材１６ｂの両方に、管１の延在方向に沿って配置された略円筒形
状の磁石２８ａ及び２８ｂが設けられている。これらの磁石２８ａ及び２８ｂはＡ面に対
向する面のうち管１の中心軸を対象に両側にそれぞれ設けられており、磁性体からなる管
１に対して第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂを安定的に吸着させる。後述
するように、本実施形態に係る超音波測定方法では、第１の支持部材１６ａ及び第２の支
持部材１６ｂが軸方向に沿って同一直線上に位置することが測定精度に大きな影響を及ぼ
すが、上記構成によって高精度な測定を確保することができる。
【００４１】
　このように管１が磁性体を含む材料から形成されている場合、第１の支持部材１６ａ及
び第２の支持部材１６ｂが有する少なくとも１の磁石２８によって、第１の支持部材１６
ａ及び第２の支持部材１６ｂがＡ面に安定的且つ密に当接される。これにより、送信探触
子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離を安定的に維持した状態で、Ａ面に対して密に接
触できるので、より精度のよい超音波測定が可能となる。
【００４２】
　また本実施形態では、磁石２８ａ及び２８ｂはＡ面に沿って軸方向に沿って延在する円
柱形状を有しており、且つ、それぞれの表面が第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材
１６ｂからＡ面側に少なからず露出するように構成されている。これにより、各磁石はＡ
面に対して線接触することとなり、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂをＡ
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面に接触させたときに、姿勢の安定化を図ることができる。
【００４３】
　また磁石２８ａ及び２８ｂの表面は、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂ
のうちＡ面に対向する面と面一に形成されていてもよい。これにより、送信探触子１２ａ
及び受信探触子１２ｂのＡ面に対する密着性を良好に確保することができ、より精度のよ
い超音波測定が可能となる。また測定対象である管１のＡ面に第１の支持部材１６ａ及び
第２の支持部材１６ｂを接触させた際に、管１に対して損傷を与えるおそれを効果的に少
なくすることができる。
【００４４】
　続いて超音波測定装置１０の具体的構成例について幾つかの実施形態を説明する。図５
は図２の超音波測定装置１０の１構成例であり、図６は図５において各部材を分解して示
す分解図であり、図７は図２の超音波測定装置１０の他の構成例であり、図８は図７にお
いて各部材を分解して示す分解図である。
　尚、図５乃至図８では、各部材の構造をわかりやすく示すために、第１の支持部材１６
ａによって支持される送信探触子１２ａの図示は省略されている。また図５乃至図８では
、主に第１の支持部材１６ａ近傍の構造を示しているが、第２の支持部材１６ｂ近傍にお
いても特段の記載がない限りにおいて同様の構成を有する。
【００４５】
　まず図５及び図６に示される構成例では、第１の支持部材１６ａは略直方体形状を有し
ており、その内側に管１のＡ面に対向する側から管１の厚み方向（図５において上下方向
）に沿って貫通するように形成され、送信探触子１を側方から囲むように形成されている
。
【００４６】
　ガイド部材１８は、第１の支持部材１６ａの側方に当接するプレート部３０と、該プレ
ート部３０の上端部に接続され、第１の支持部材１６ａを上側から覆うように屈曲された
屈曲部３２とを有するように、略Ｌ字状の断面形状を有する。プレート部３０は第１の支
持部材１６ａの側方側に配置された際に、貫通穴２０に挿入されたボルト２２の先端が第
１の支持部１６ａの側方に設けられた嵌合穴２４に嵌合することにより、プレート部３０
に第１の支持部材１６ａが固定可能に構成されている。
【００４７】
　尚、上述したように、プレート部３０には貫通穴２０が、ガイド部材１８の延在方向に
沿って複数設けられているため、ボルト２２が挿入される貫通穴２０を選択することによ
って、ガイド部材１８に対する第１の支持部材１６ａの位置が可変に構成されている。
【００４８】
　幾つかの実施形態では、ガイド部材１８と第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１
６ｂの少なくとも一方との間にはバッファ部材３４が更に備えられている。本実施形態で
は特に、第１の支持部材１６ａがガイド部材１８に固定された際に、第１の支持部材１６
ａによって支持された送信探触子１２ａとガイド部材１８との間には、当該空間を埋める
ためのバッファ部材３４が設けられている。これにより、第１の支持部材１６ａ及び第２
の支持部材１６ｂがガイド部材１８の内壁との間に有する隙間をバッファ部材３４で埋め
られることで、これらの部材間のガタを低減できる。その結果、超音波測定装置の構造上
の安定性が向上し、より精度の良い測定が可能となる。
【００４９】
　幾つかの実施形態では、バッファ部材３４はガイド部材１８と第１の支持部材１６ａ及
び第２の支持部材１６ｂの少なくとも一方とに比べて高弾性な材料から形成されている。
本実施形態では特に、バッファ部材３４は、ガイド部材１８と第１の支持部材１６ａに比
べて高弾性な材料から形成されている。これにより、部材間のガタをバッファ部材３４に
よって効果的に吸収でき、上記効果を良好に発揮することができる。
【００５０】
　具体的にはバッファ部材３４は、金属（例えばアルミニウムやステンレス等）から形成
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されている第１の支持部材１６ａやガイド部材１８に比べて高弾性な材料である樹脂材料
から形成されている。また、バッファ部材３４はガイド部材１８に沿って第１の支持部材
１６ａを移動させた際に摩擦によって摩耗が発生しやすい部位であるため、このような高
弾性材料で形成されることで摩耗を効果的に低減することもできる。
【００５１】
　また第１の支持部材１６ａのうちガイド部材１８と反対側には、固定部材４０が配置さ
れている。固定部材４０は第１の支持部材１６ａに当接するプレート部３６と、該プレー
ト部３６の上端部に接続され、第１の支持部材１６ａを上側から覆うように屈曲された屈
曲部３８とを有しており、上述のガイド部材１８と類似の断面形状（略Ｌ字状）を有して
いる。
【００５２】
　但し、ガイド部材１８は第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂを含むように
管１の軸方向に沿って延在しているのに対し、固定部材４０は第１の支持部材１６又は第
２の支持部材１６ｂのいずれかのみを含むようにガイド部材１８より軸方向の長さが短く
構成されている。すなわち、固定部材４０は第１の支持部材１６又は第２の支持部材１６
ｂをそれぞれガイド部材１８に対して固定する機能を有しており、第１の支持部材１６及
び第２の支持部材１６ｂ間の距離を調整する際には、第１の支持部材１６及び第２の支持
部材１６ｂと共に対応する固定部材４０をガイド部材１８に対して共に移動することによ
って実現される。
【００５３】
　このように幾つかの実施形態では、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂの
少なくとも一方が複数の部材から構成されている場合、部材間を分解可能であるため容易
にメンテナンスが可能な構造となっており、上記各種効果を発揮可能な構成を低コストで
実現できる。
【００５４】
　また第１の支持部材１６ａが固定部材４０に固定された際に、第１の支持部材１６ａに
よって支持された送信探触子１２ａと固定部材１８との間には、上述のバッファ部材３４
と同様に、当該空間を埋めるために該空間形状に対応した形状を有するバッファ部材３４
が設けられる。バッファ部材３４は、ガイド部材１８と第１の支持部材１６ａに比べて高
弾性な材料から形成されている。具体的にはバッファ部材３４は樹脂材料から形成されて
おり、金属（例えばアルミニウムやステンレス等）から形成されている第１の支持部材１
６ａや固定部材に比べて高弾性に形成されている。
【００５５】
　バッファ部材３４は、図６に示されるように、ガイド部材１８側から挿入されたボルト
２２が貫通可能に貫通穴２０をそれぞれ有しており、挿入されたボルト２２の先端が固定
部材４０のプレート部３６に設けられた嵌合穴２４に嵌合されることにより、これらの部
材を一体的に固定可能に構成されている。本実施例では、ガイド部材１８の延在方向に沿
って複数のボルト２２が設けられることによって、固定時の安定性が向上されている。
【００５６】
　続いて図７及び図８に示される構成例では、ガイド部材１８が図５及び図６に示される
構成例と同様に略Ｌ字形状を有している一方で、固定部材４０がプレート形状を有してい
る点において異なっている。この場合、固定部材４０をシンプルな形状で済ませることが
できるので、製造の手間やコストを効果的に抑制できる。
【００５７】
　以上説明したように、上述の幾つかの実施形態によれば、ガイド部材１８に対して第１
の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂが支持される構成を有することで、第１の支
持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂによってそれぞれ支持される送信探触子１２ａ及
び受信探触子１２ｂを管１上に安定的且つ精度よく配置できる。特にガイド部材１８に対
する第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂの固定位置が可変に構成されている
ため、第１の支持部材１６ａ及び第２の支持部材１６ｂによってそれぞれ支持される送信



(11) JP 6606342 B2 2019.11.13

10

20

30

40

50

探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離を柔軟に調整することができる。これにより
、後述するように受信探触子１２ａで受信されるラム波に含まれるＳモードに基づいて付
着物層の量を測定する場合には、Ｓモードを伝搬速度の遅いＡモードから時間的に分離し
て検知するために、送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離を調整する必要があ
るが、このような要請にも好適に対応することができる。
【００５８】
　続いて解析装置１００（図２を参照）の構成について説明する。図９は図２の解析装置
１００の内部構成を示すブロック図である。
　解析装置１００は例えばコンピュータ等の電子演算処理装置に、本発明の少なくとも１
実施形態に係る超音波測定方法に関するソフトをインストールすることにより実現される
。具体的には図９に示されるように、解析装置１００は、オペレータによって各種データ
を入力可能に構成された入力装置１１０と、各種処理に必要なデータ及びソフト類を記憶
可能に構成された記憶装置１２０と、入力装置１１０及び記憶装置１２０から取得した情
報を演算処理可能に構成された演算装置１３０と、入力装置１１０の入力内容、記憶装置
１２０の記憶内容及び演算装置１３０の演算結果等を出力可能に構成された出力部１４０
とを備える。
【００５９】
　入力装置１１０は、文字、数字及び記号等の各種情報が入力可能に構成されており、具
体的にはキーボード、マウス、タッチパネルのようなオペレータが操作可能なヒューマン
インターフェースデバイスであるが、外部の記憶媒体や演算装置等の他の装置から入力可
能に構成されていてもよい。
　記憶装置１２０には、本発明の少なくとも１実施形態に係る超音波測定方法を実施する
ためのプログラムが予めインストールされており、演算装置１３０によって読み出される
ことにより適宜実行可能に構成されている。尚、記憶装置１２０はプログラムを記憶可能
な任意の記憶デバイスを利用可能であり、ＣＤ、ＤＶＤ、フラッシュメモリ等の外部媒体
であってもよく、ＲＡＭ又はＲＯＭも問わない。
　演算装置１３０は、記憶装置１２０から読み込んだプログラムに従って超音波測定方法
を実行し、その処理において入力装置１１０及び記憶装置１２０から取得した情報を用い
た演算を行う。具体的にはマイクロプロセッサのような半導体デバイスが用いられる。
　出力装置１４０は、入力装置１１０及び記憶装置１２０から取得した各種内容、並びに
、演算装置１３０の演算結果等をオペレータが認識可能な形式で出力可能なヒューマンイ
ンターフェースデバイスである。典型的には出力装置１４０はオペレータの視覚に訴える
ディスプレイであるが、他の五感に訴える任意のデバイスであってもよい。またタッチデ
ィスプレイのように入力装置１１０及び出力装置１４０が一体的に構成されていてもよい
。
【００６０】
　図９では特に、演算装置１３０の構成が機能的なブロック構成図として示されている。
演算装置１３０は、送信探触子から前記被検査体に対して超音波を入射し、前記超音波に
よって発生されるラム波を前記受信探触子によって受信する超音波検出部１３２と、前記
超音波検出工程で受信された前記ラム波のうちＡモードの減衰率を算出する減衰率算出部
１３４と、前記Ａモードの減衰率と付着物層の量との関係に基づいて、前記減衰率算出工
程で算出された前記Ｓモードの減衰率から前記付着物層の量を求める判定部１３６と、を
備える。
【００６１】
　続いて上記構成を有する超音波測定装置１によって実行される超音波測定方法について
詳しく説明する。図１０は本発明の少なくとも一実施形態に係る超音波測定方法を工程毎
に示すフローチャートであり、図１１は図１０のステップＳ１０のサブルーチンを示すフ
ローチャートである。
【００６２】
　図１０の超音波測定方法は、Ａ面に、送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂを予め設
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定された所定距離を隔てて設置する探触子設置工程（ステップＳ１０）と、送信探触子１
２ａから管１に対して超音波を入射し、超音波によって発生されるラム波を受信探触子１
２ｂによって受信する超音波検出工程（ステップＳ２０）と、超音波検出工程で受信され
たラム波のうちＳモードの減衰率を算出する減衰率算出工程（ステップＳ３０）と、Ｓモ
ードの減衰率とスケール２の量との関係に基づいて、減衰率算出工程で算出されたＳモー
ドの減衰率からスケール２の量を求める判定工程（Ｓ４０）と、を備える。
【００６３】
　まず探触子設置工程（ステップＳ１０）では、Ａ面に送信探触子１２ａ及び受信探触子
１２ｂが予め設定された所定距離を隔てて位置するように設置される（図２を参照）。こ
のように送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂが所定距離を隔てて設置されることによ
り、ラム波から減衰率の算出に用いられるＡモード成分を効果的に抽出し、精度のよい検
査が可能となる。
【００６４】
　ここで図１１に示されるように、探触子設置工程（ステップＳ１０）のサブルーチンで
は、測定対象である管１の厚さを測定し（ステップＳ１１）、その測定された厚さに基づ
いて送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離を設定する（ステップＳ１２）。送
信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離は、ラム波に含まれる互いに伝搬速度の異
なるＳモード及びＡモードが十分分離可能な距離として決定される。一般的にラム波には
Ｓモード及びＡモードが含まれるが、ＳモードはＡモードに比べて伝搬速度が速い性質を
有する。ここで送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離が十分確保されている場
合、伝搬速度が速いＡモードが伝搬速度の遅いＡモードに比べて時間的に早く検知される
ため、図１２（ａ）に示されるように互いに分離可能な測定結果が得られる。一方、送信
探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離が十分確保されていない場合、図１２（ｂ）
に示されるようにＳモード及びＡモードが混在してしまい分離が困難となる。
【００６５】
　このようにＳモード及びＡモードを十分分離可能な送信探触子１２ａ及び受信探触子１
２ｂ間の距離は、管１の厚さと相関があることが見出されている。そのため、予め測定対
象である管１と同仕様のサンプル等を用いて、当該距離と厚さとの相関を取得しておくと
よい。ステップＳ１２では、ステップＳ１１で測定した実測値を、このように予め取得さ
れた相関に当てはめることにより、送信探触子１２ａ及び受信探触子１２ｂ間の距離が決
定される。そしてステップＳ１３では、ステップＳ１２で設定された送信探触子１２ａ及
び受信探触子１２ｂ間の距離に測定装置をセッティングした状態で、実際に超音波の送受
信を実施し、図１２（ａ）に示されるようにＳモード及びＡモードが十分分離されている
ことを確認する。
【００６６】
　再び図１０に戻って、超音波検出工程（ステップＳ２０）では、超音波検出部１３２は
、送信探触子１２ａから管１に対して超音波を入射し、超音波によって発生されるラム波
を受信探触子１２ｂによって受信する。ここでラム波とは、入射する平面波の波長よりも
十分に薄い平板を伝搬する弾性波の一種であり、平板に対して斜角方向に縦波超音波を伝
搬させることで発生する。平板中に入射した超音波は平板のＢ面に到達し、当該Ｂ面にお
いて管１の内部空間との境界面において一部が透過する一方で、エネルギーの大部分は平
板内部に反射される。反射した超音波の一部は横波超音波にモード変換されて平板中を伝
搬する。このようなモード変換は平板のＡ面においても反射を繰り返す過程において生じ
、一部は縦波に変換されて伝搬する。このように伝搬する過程でモード変換を繰り返すこ
とにより、平板全体を見ると平板表面がうねるような伝搬挙動としてラム波が生じる。超
音波検出工程では、このようなラム波を効果的に生じさせるために、管１の外周面である
Ａ面に配置された送信探触子１２ａから管１の厚さ方向に対して超音波を斜めに入射する
ように超音波の送受信がなされる。
【００６７】
　図１３（ａ）及び（ｂ）はラム波のＳモード及びＡモードにおけるそれぞれの伝搬モー
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ドを示しており、図１４（ａ）及び（ｂ）はラム波のＳモード及びＡモードにおけるそれ
ぞれの数値解析による断面図を示している。Ｓモードでは管１のＡ面及びＢ面が対称的に
伸縮・屈曲を繰り返す伝搬挙動を有しており、厚さ方向に上下対称に振動しながら管１の
軸方向に沿って伝搬する。このようなＳモードは、伝搬速度が遅く、ポーラススケールに
はほとんど反応しない。一方、Ａモードでは非対称的に伸縮・屈曲を繰り返す伝搬挙動を
有しており、厚さ方向に上下反対称に振動しながら管１の軸方向に沿って伝搬する。この
ようなＡモードは、伝搬速度が速く、ポーラススケールによる減衰が大きい特徴を有する
。
【００６８】
　続いて、減衰率算出工程（ステップＳ３０）では、減衰率算出部１３４は、超音波検出
部１３２で受信されたラム波のうちＡモードの減衰率を算出する。ここで、減衰率とは、
超音波の伝搬に伴う振幅低下の比率をいい、同一の管１においては、管内面のスケールの
有無によって異なる。
【００６９】
　図１５を用いて、具体的な減衰率の算出例を以下に説明する。減衰率算出工程では、ま
ずラム波に基づいて減衰率の算出基準となるＡモードを抽出する。このＡモードの抽出は
、例えば、波形取得工程で取得されたラム波の波形に含まれる各振幅のピーク値を結ぶラ
インの極小値より時間的に早い範囲を特定することにより行う。スケールがある場合にラ
ム波の波形を時間軸に対する振幅変化として取得すると、図１２（ａ）に示されるように
、伝搬速度が速いＡモードがＳモードより早く検知されるため、Ｓモード及びＡモードに
対応するそれぞれ２つのピークを有する波形が得られる。ここで当該波形に含まれる各振
幅のピーク値を結ぶライン５０の極小値（すなわち、Ｓモード及びＡモードにそれぞれ相
当するピーク間の谷部）６０より時間的に早い範囲をＳモード波形として特定する。これ
は上述したように、ラム波のうちＡモード成分はＳモード成分に比べて伝搬速度が速いと
いう性質に鑑みたものである。
【００７０】
　ここで、図１５の実線グラフは、スケールが付着している管の超音波のラム波形を示す
図であり、破線グラフはポーラススケールが付着していない管の超音波のラム波形を示す
図である。なお、この波形は、図２に示すように送信探触子１２ａと受信探触子１２ｂと
からなる２探触子型の超音波探触子１２を用いて、長手方向に超音波を送受信して検出し
たものである。図１５に示されるように、十分な探触子間距離を有することによりラム波
のＳモード及びＡモードが時間的に分離可能な場合、スケールの有無によってＳモードの
振幅が大きく変化する（対照的に、Ｓモードの振幅はスケールの有無にほぼ影響されない
）。
【００７１】
　ここで、上述のように特定されたＳモード波形における最大振幅に基づいてＳモードの
減衰率が算出される。例えば、スケールが付着している管を伝播した超音波の振幅（図１
５の実線グラフのうちＳモード波形のピーク振幅）と、スケールが付着していない管を伝
播した超音波の振幅（図１５の破線グラフのうちＳモード波形のピーク振幅）との比率か
ら減衰率が算出される。この場合、以下の算出式（１）によって減衰率Ｐが算出される。
 

　ここで、Ａｍａｘはスケールが付着していない管のＡモード波形の振幅最大値であり、
Ｂｍａｘはスケールが付着している管のＡモード波形の振幅最大値である。
　なお、スケールが付着していない管１のＡモード波形は、予め実験的に取得しておくこ
とが好ましい。
【００７２】
　尚、算出式（１）では振幅最大値のみに基づいて減衰率を算出する例を示しているが、
振幅最大値に加えて、その隣接する少なくとも１の振幅のピーク値についても同様に減衰



(14) JP 6606342 B2 2019.11.13

10

20

30

40

50

率を算出してもよい。この場合、Ａモード波形の複数の振幅に基づいて減衰率を算出する
ことにより、より精度のよい評価が可能となる。
【００７３】
　またＡモードの減衰率の他の算出方法として、Ａモード波形の積分値に基づいて、以下
の算出（２）によって減衰率Ｐを算出してもよい。
 

　ここで、
 

はスケールが付着していない管１のＡモード波形の時間積分であり、
 

はスケールが付着している管１のＡモード波形の時間積分である。またｔ１及びｔ２は、
ラム波から抽出されたＡモード波形の時間領域を規定するための時間パラメータである。
ｔ１及びｔ２は、例えば波形取得工程で取得されたラム波の波形に含まれる各振幅のピー
ク値を結ぶラインのうち少なくともＡモードにおける最大振幅を含む時間領域を含むよう
に選択され、好ましくは、ラム波の波形に含まれる各振幅のピーク値を結ぶラインの極小
値より時間的に早い範囲を特定するように選択されてもよい。
【００７４】
　続いて判定工程（ステップＳ４０）では、判定部１３６はステップＳ３０で算出された
Ａモードの減衰率と付着物層の量との関係に基づいて、スケールの量を求める。ここでＡ
モードの減衰率と付着物層の量との関係は、予め取得されていることが好ましく、減衰率
－付着量マップ７０として記憶装置１２０に蓄積されている。この減衰率－付着量マップ
７０は、実験的に求めてもよいし、経験的に求めてもよいし、あるいはシミュレーション
や計算により求めてもよく、例えば入力装置１１０から入力し、蓄積するようにしてもよ
い。
【００７５】
　図１６に、減衰率－付着量マップ７０の一例が示されている。この減衰率－付着量マッ
プ７０は、縦軸が減衰率を表し、横軸が付着量を表しており、付着量が増加するに従って
減衰率が増加する傾向が示されている。判定部１３６はステップＳ３０で算出されたＳモ
ードの減衰率を、記憶装置１２０から取得した減衰率－付着量マップ７０に当てはめるこ
とにより、対応する付着物層の量を判定する。
【００７６】
　以上説明したように、本実施形態によれば、超音波探触子によって送信された超音波に
よって伝搬するラム波のうちＡモード成分に基づいて減衰率を算出し、当該減衰率から付
着物層の量を求める。本発明者の鋭意研究によれば、上記超音波測定方法においては、付
着物が付着している被検査体を伝わって検出されるラム波のうちＳモード成分における振
幅が付着物の量と密接な相関を有することが見出された。このようなＳモードの振幅と付
着物の量との相関に基づいて付着物層の量を求めることにより、付着物層の成分や密度に
関わらず、広い条件下において精度のよい検査が可能となる。特に被検査体の他方の面上
における付着物層は、不均一に分布している場合があるが、このような場合であっても上
記構成では付着物層の量が算出することで、様々な測定条件下でも信頼性のある検査が可
能である。
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【産業上の利用可能性】
【００７７】
　本発明の少なくとも一実施形態は、超音波を利用して、対向した２つの面を有する被検
査体の一方の面に付着した付着物層の量を測定する超音波測定装置に利用可能である。
【符号の説明】
【００７８】
　　１　管
　　２　スケール（付着物層）
　　３　空隙（ポーラス）
　１０　超音波測定装置
　１２　超音波探触子
　１２ａ　送信探触子
　１２ｂ　受信探触子
　１６ａ　第１の支持部材
　１６ｂ　第２の支持部材
　１８　ガイド部材
　２０　貫通穴
　２２　ボルト
　２４　係合穴
　２６　接触シート
　２８　磁石
　３０　プレート部
　３２　屈曲部
　３４　バッファ部材
　３６　プレート部
　３８　屈曲部
　４０　固定部材
　５０　ライン（ピーク間を通る近似線）
　６０　極小値
　７０　減衰率－付着量マップ
１００　解析装置
１１０　入力装置
１２０　記憶装置
１３０　演算装置
１３２　超音波検出部
１３４　減衰率算出部
１３６　判定部
１４０　出力装置
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